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西暦 和暦 出来事

1909年 明治42年 私立中央工学校設立

1923年 大正12年 関東大震災により神田区中猿楽町校舎全焼

1945年 昭和20年 空襲により神田区神保町の校舎全焼

1956年 31年 駒込新校舎竣工

1962年 37年 王子校舎竣工

1964年 39年 学校法人中央工学校設立認可（理事⾧ 田中角栄）

1976年 51年 王子寮竣工

1978年 53年 軽井沢研修所竣工

1986年 61年 中央実務専門学校開校

1993年 平成5年 アクト情報ビジネス専門学校開校

2003年 15年 中央動物専門学校開校

2006年 18年 中央実務専門学校を中央工学校OSAKAに改称

2007年 19年 アクト情報ビジネス専門学校をアクト情報スポーツ保育専門学校に改称

2010年 22年 中央工学校附属日本語学校開校

2013年 25年 アクト情報スポーツ保育専門学校廃校（1993.4-2013.3、同年4.30廃校認可）

１ 沿革 
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２ 所在地 

 

中央工学校（王子キャンパス）

1号館 〒114-0021 東京都北区岸町一丁目8ʷ13

2号館 〒114-0021 東京都北区岸町一丁目7ʷ18

3号館 〒114-0022 東京都北区王子本町一丁目26ʷ17

5号館 〒114-0021 東京都北区岸町一丁目13ʷ6

6号館 〒114-0022 東京都北区王子本町一丁目26ʷ11

14号館 〒114-0022 東京都北区王子本町一丁目1ʷ8

16号館 〒114-0021 東京都北区岸町一丁目7ʷ25

17号館 〒114-0022 東京都北区王子本町一丁目26ʷ10

18号館 〒114-0021 東京都北区岸町一丁目8ʷ7

20号館 〒114-0021 東京都北区岸町一丁目11ʷ5

21号館 〒114-0021 東京都北区岸町一丁目7ʷ19 通称：STEP

23号館 〒114-0021 東京都北区岸町一丁目7ʷ21 通称：RISE

中央工学校OSAKA（大阪キャンパス）

1号館 〒561-0872 大阪府豊中市寺内一丁目1ʷ43

2号館 〒561-0872 大阪府豊中市寺内一丁目3ʷ11

中央動物専門学校（田端キャンパス）

19号館 〒114-0013 東京都北区東田端一丁目4ʷ4

22号館 〒114-0013 東京都北区東田端一丁目8ʷ11

中央工学校附属日本語学校（田端キャンパス）

12号館 〒114-0013 東京都北区東田端一丁目4ʷ8

軽井沢研修所（研修施設）

〒389-0102 ⾧野県北佐久郡軽井沢町大字軽井沢1052-73

学生寮

志茂寮 〒114-0042 東京都北区志茂三丁目3ʷ3
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３ 学生・生徒数 

 

【学校名】

中央工学校（専修学校） （単位：名）

課程 昼夜 学科 年数 入学定員 収容定員 学生数 卒業者数

工業専門課程 昼 建築学科 4 50 200 215 48

工業専門課程 昼 建築工学科 3 35 105 119 51

工業専門課程 昼 建築設計科 2 150 300 282 120

工業専門課程 昼 木造建築科 2 50 100 100 57

工業専門課程 昼 建築設備設計科 2 30 60 55 27

工業専門課程 昼 建築室内設計科 2 50 100 90 35

工業専門課程 昼 土木建設科 2 60 120 130 58

工業専門課程 昼 造園デザイン科 2 15 30 24 10

工業専門課程 昼 測量科 1 60 60 51 50

工業専門課程 昼 地理空間情報科 1 30 30 21 20

工業専門課程 昼 インテリアデザイン科 3 30 90 86 27

工業専門課程 昼 エンターテインメント設営科 2 15 30 22 12

工業専門課程 昼 機械学科 4 0 20 12 4

工業専門課程 昼 機械設計科 2 15 30 19 11

工業専門課程 昼 ３Ｄ-ＣＡＤ科 2 15 30 28 17

商業実務専門課程 昼 情報ビジネス科 2 25 50 38 23

文化・教養専門課程 昼 国際コミュニケーション科 2 25 50 45 15

文化・教養専門課程 昼 リベラルアーツ科 1 25 25 28 26

工業専門課程 夜 建築科 2 80 160 67 27

工業専門課程 夜 土木測量科 2 30 60 35 17

合計 790 1,650 1,467 655
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【学校名】

中央工学校OSAKA（専修学校） （単位：名）

課程 昼夜 学科 年数 入学定員 収容定員 学生数 卒業者数

工業専門課程 昼 研究科 1 40 40 25 20

工業専門課程 昼 建築学科 2 40 80 67 29

工業専門課程 昼 住宅デザイン科 2 40 80 69 32

工業専門課程 昼 インテリアデザイン科 2 40 80 42 22

工業専門課程 昼 ブリッジシステムエンジニア科 2 25 50 47 19

文化・教養専門課程 昼 国際コミュニケーション科 1 25 25 16 13

文化・教養専門課程 昼 日越・通訳翻訳科 2 35 70 63 23

合計 245 425 329 158

【学校名】

中央動物専門学校（専修学校） （単位：名）

課程 昼夜 学科 年数 入学定員 収容定員 学生数 卒業者数

文化・教養専門課程 昼 愛犬美容科 2 60 120 152 70

文化・教養専門課程 昼 愛犬美容研究科 3 10 30 11 1

文化・教養専門課程 昼 動物看護科 2 ʷ 40 71 69

文化・教養専門課程 昼 動物看護研究科 3 70 210 113 10

文化・教養専門課程 昼 動物共生研究科 3 20 60 60 15

文化・教養専門課程 昼 動物共生総合科 4 10 40 26 1

合計 170 500 433 166

【学校名】

中央工学校附属日本語学校（各種学校） （単位：名）

課程 昼夜 学科 年数 入学定員 収容定員 生徒数 卒業者数

- 昼 4月期生 2 37 74 40 29

- 昼 7月期生 1年9ヵ月 25 50 2 3

- 昼 10月期生 1年6ヵ月 30 60 4 2

- 昼 1月期生 1年3ヵ月 20 40 0 1

合計 112 224 46 35
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４ 役員等 

   

氏名
役員  理事 理事⾧ 堀口 一秀
（9名） （7名） 専務理事 矢代 吉榮

常務理事 松田 正之
常務理事 坂本  敏
常務理事 荒川 亮一
理事 川村 真志
理事 土志田領司

 監事 加藤 浩章
（2名） 平鹿 雅之

評議員 佐藤 洋子
（15名） 須郷  弥

土田 俊行
高橋 隆泰
中村 聖吾
高橋  稔
村山栄二郎
生川 清孝
魚野健太郎
山下 光明
田中 崇彦
岩井 文博
荒川 亮一
永野 博俊
鹿倉 祐一
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５ 職員数 

 
  

【職員】

（単位：名）

所属
本

務

非

常

勤

計

中央工学校 93 198 291

中央工学校OSAKA 21 70 91

中央動物専門学校 35 20 55

中央工学校附属日本語学校 9 1 10

法人本部 15 0 15

合計 173 289 462

（注）1 本務職員は、正職員・契約職員（常勤）・再雇用職員の人数

（注）2 非常勤職員は、非常勤講師の人数
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６ 人事組織図 

 

学 校 法 人 中 央 工 学 校

監 事

法 人 本 部 総 務 部 秘 書 室

総 務 課

管 財 課

経 理 課

広 報 セ ン タ ー

歴 史 館

Ｓ Ｔ Ｅ Ｐ

Ｒ Ｉ Ｓ Ｅ

学 生 寮

軽 井 沢 研 修 所

中 央 工 学 校 教 務 部 教 務 課

建 築 系

土 木 測 量 系

機 械 ・ Ｃ Ａ Ｄ 系

デ ザ イ ン 系

国 際 情 報 系

生 涯 学 習 室

就 職 指 導 課

広 報 課

中 央 工 学 校 Ｏ Ｓ Ａ Ｋ Ａ 教 務 部 教 務 室

建 築 系

国 際 系

中 央 動 物 専 門 学 校 教 務 部 教 員 室

動 物 管 理 室

広 報 室

事 務 室

中 央 工 学 校 附 属 日 本語 学校 教 務 部 教 員 室

事 務 室

教 育 課 程 編 成 委 員 会

学 校 関 係 者 評 価 委 員 会

理 事 会

常務理事会

教 育 課 程 編 成 委 員 会

学 校 関 係 者 評 価 委 員 会

教 育 課 程 編 成 委 員 会

学 校 関 係 者 評 価 委 員 会

評議員会

顧 問
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７ 卒業後の進路 

 

【学校名】
中央工学校 （単位：名）

就職 就職者 548
就職率（就職希望者） 98.3 （%）

進学 専修学校 43
大学院 17
大学 13

その他 公務員試験、資格取得準備等 34
主な就職先（進学先）

【学校名】
中央工学校OSAKA （単位：名）

就職 就職者 88
就職率（就職希望者） 93.6 （%）

進学 専修学校 38
大学院 0
大学 8

その他 公務員試験、資格取得準備等 24
主な就職先（進学先）

【学校名】
中央動物専門学校 （単位：名）

就職 就職者 144
就職率（就職希望者） 95.4 （%）

進学 専修学校 0
大学院 0
大学 0

その他 公務員試験、資格取得準備等 0
主な就職先（進学先）

【学校名】
中央工学校附属日本語学校 （単位：名）

就職 就職者 6
就職率（就職希望者） 100 （%）

進学 専修学校 22
大学院 1
大学 0
短期大学 0

その他 公務員試験、資格取得準備等 0
主な就職先（進学先）

㈱コジマ／㈱西武ペットケア／㈱トーリーメイト／ILIOららぽーと豊洲店／P's-first㈱／UG DOGSアトラスタ

ワー中目黒店／㈱ユアペティア／大森ペット霊堂／㈱ジョーカー／小滝橋動物病院グループ／苅谷動物病院グ

ループ／クロス動物医療センター足立／志村坂下動物総合医療センター／アニファ埼玉動物医療センター／

城西大学大学院（大学院研究生）／専門学校読売自動車大学校／秀林外語専門学校／東京日建工科専門学校／東

京グローバルビジネス専門学校／早稲田文理専門学校／専門学校早稲田国際ビジネスカレッジ／専門学校ESPエン

タテイメント東京／日本国際工科専門学校／明生情報ビジネス専門学校／国際貢献専門大学校／

㈱アイ建設／㈱青山設計／㈱楓工務店／㈱鍜治田工務店／国豊積算㈱／㈱三晃空調／㈱昭和工務店㈱／㈱TAKシ

ステムズ／㈱日積サーベイ／ ㈱日新工営／㈱オフィスインテリア／ ㈱PORTA／㈱マコト鉄工／三恵工業㈱／㈱

大阪設備／中央工学校 OSAKA／神戸芸術工科大学／神戸学院大学／大阪観光大学／関西国際大学／

朝日住宅センター㈱／アネス㈱／川口土木建築工業㈱／㈱匠設計コンサルタント／㈱タナックス／㈱三晃空調／

㈱大林デザインパートナーズ／㈱朝日工業社／清水建設㈱／アジア航測㈱／前田道路㈱／㈱日本インシーク東京

支店／東京水道㈱／㈱シミズオクト／柴田科学㈱／中央工学校／亜細亜大学／大東文化大学
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１ 学校法人共通の教育目標 

学校法人の母体となる中央工学校は、1909 年

（明治 42 年）「工業技術を教授し、もって実務

的な技術者を養成する」ことを目的として設立

された。校是を「堅実」とし、「誠実で豊かな社

会性を有する技術者を育成する」ことを教育方

針としている。また、学習指導の重点を「理論

より実際」におき、厳しい実務教育を実践して

いる。 

人間涵養教育をもう一つの教育の柱にし、そ

の拠点として、軽井沢研修所を運営している。

ここでは、全学生・生徒が合宿研修を行い、各

校の実習にも活用されている。国の有形登録文

化財に指定された移築古民家「三五荘」をはじ

め、教育施設は日本文化の継承をも重視する本

学の教育姿勢を表している。 

今後もグループ 4 校において、工業分野のみ

ならず、商業実務及び文化・教養、及び国際的

視点に立脚した留学生教育の発展的展開を推

進する。 

 

２ 経営戦略の策定と実施 

学校法人中央工学校は、1964 年（昭和 39 年）

東京都から設立認可を受け、現在、中央工学校、

中央工学校 OSAKA、中央動物専門学校、中央

工学校附属日本語学校の４校を運営している。 

中期・⾧期計画を策定し、その遂行及び検証・

修正を行いながら、将来に向けた経営の安定化

を図っているところである。 

その具体化の一つが校舎の建替・整備計画で

あり、王子キャンパス２棟及び、田端キャンパ

スの中央工学校附属日本語学校校舎も建替え

が完了し、併せて耐震化工事も終了した。 

校舎建替・整備計画を機に、教育内容、設置

科構成、広報戦略などについて見直しを図り、

経営戦略に反映している。 

 

３ 財務運営 

18 歳人口の減少に対応した、今後の学生数と

学生生徒納付金収入の動向、将来を見据えた学

科構成の再編に合わせて校舎を集約し、修繕費

や減価償却額などの逓減を図り、経営負荷を軽

減させる計画を進めている。 

財務諸表における、教育活動収支差額の黒字

化達成・維持は、最も大切な財務・経営戦略の

命題であり、これまでも教育水準・環境の維持

向上を図りながら、その努力を継続している。

併せて経常収支、特別収支を含めた経営全体で、

教育活動の発展を期している。 

  

４ 人事政策・業務改善 

18 歳人口の推移による今後の学生数の動向

を勘案しながら、人事・人員計画を立案してい

る。国の働き方改革に伴う、労働法制の改正や

社会の情勢を見定め、年齢構成の不均衡を是正

しつつある。加えて、新時代に向けた教育力の

向上を図るべく、意欲と活力ある人材の育成・

確保に努めている。 

また、人事政策を通じた業務改善を図るため、

人事異動などによる業務の活性化を目指して

いる。 

 

５ 広報活動 

110 年間の教育実績、教育内容、校舎の新築

等、ソフト・ハード両面からの本学のストロン

グポイントを駆使し、誠実な広報活動を展開し

ている。 

また、設置 4 校の連携を重視し、国内はもと

より海外からの良質な留学生の確保にも注力

している。 

さらに、独自の奨学金制度を設け、この 20 年

間に 500 名の学生に奨学金を貸与し、在校生の

就学継続及び卒業に寄与している。創立 110 周

年事業の一環として寄付金を募り、基金の充実

を行った。 
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６ 中央工学校 

令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の感

染状況を鑑みた教育運営となった。 

マスク着用や手指消毒の徹底などの基本的な

感染防止策に加え、３密を避けるための分散登校

や遠隔授業の実施、昼休みの分散や校内放送によ

る注意喚起などにより、学生・教職員の安全を確

保しながら教育を行うことができた。 

総学生数は、昼夜ともに新入生が減少した結果

1,467 名となり、２年度に比べ 124 名の減少

(92.2%)となった。 

また、平成 26 年度から開始した王子キャンパ

ス整備計画が完了した。 

（１）建築系 

 施主からの依頼に対応する地域密着型実践教

育など、実務に即した教育が実施された。しかし、

コロナ禍により軽井沢研修所や富士教育訓練セ

ンターで計画していた各種の実習は、実習場所や

内容等の変更を行った。 

（２）土木測量系 

 Work Studio で実施した仮設足場の組立や鉄筋

の結束、北区役所や近隣住民と連携した造園実習

など実務に即した教育を実施した。しかし、コロ

ナ禍により軽井沢研修所を拠点とした各種実習

は、場所や内容を変更して実施した。 

（３）機械・CAD 系 

 関連資格の取得や企業と連携した実習など、実

務に即した教育を実施した。なお、コロナ禍によ

り、切削加工技術講習会はオンライン形式での実

施となった。 

（４）デザイン系 

 商業施設士補やイベント検定試験などに多く

の学生が合格した。しかし、コロナ禍により、作

品展示や各種コンテストへの参加、高等学校や地

域住民との連携、入学生を対象とした事前教育な

どは中止となった。 

（５）国際情報系 

 簿記検定などの資格取得に取組み多くの合格

者を得た。しかし、コロナ禍により、情報ビジネ

ス科のビジネス実務研修はオンライン形式での

実施となった。 

（６）生涯学習室（付帯教育・受託教育事業等） 

 法務省民事局の測量技術講習をはじめとする

各種団体・企業からの受託教育事業の他、在校生

を対象とした丸のこ等取扱作業従事者安全衛生

教育講習などを実施した。また、21 号館を中心と

する学校施設の貸出を行った。 

（７）就職指導課 

 確実な進路決定を目標に、本校オリジナルの就

職支援サイトの運用による情報の提供と Web 合

同企業説明会を行った。コロナ禍で不安を感じて

いる学生は多く、個人指導を重視し模擬面接の指

導を強化した。求人社(人)は２年度と同様で、就

職内定率は建設業界における若年層の人材不足

により、２年同様に高い水準を維持することがで

きた。 

（８）広報課 

 コロナ禍により、時期や地域によっては高等学

校内進学説明会や会場説明会を主体とした直接

的な普及活動は実施できなかった。その結果、体

験入学や学校説明会への動員数と出願数は減少

した。 

 

７ 中央工学校 OSAKA 

 12 月１日に創立 40 周年という節目を迎え、40

周年記念誌やノベルティグッズの制作、記念式典

の開催等のさまざまな記念事業を実施した。 

入学者については、２年度を 17 名下回ったが、

学生総数については、国際系が完成年度となり、

２年度を 21 名上回った。 

教育においては、新型コロナウイルス感染症拡

大の影響により、一部はオンライン授業を併用し

ながら継続に努めたが、さまざまな学校行事は中

止や代替行事へ変更した。しかし、建築系、国際

系それぞれの卒業成果・制作発表会や入学式、卒

業証書授与式をライブ配信するという新しい試

みを実施し、保護者や関係者等に本校の取り組み

についての理解を図れた。 
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日常業務においては、学則変更等の届出や補助

金申請を適切に行うとともに、機能的かつ合理的

な学校運営を図るための組織や会議体づくりを

推進した。 

（１）建築系 

 教育運営においては、教える側のオンライン授

業への対応・内容の質的な向上や非常勤講師によ

る工夫等で、平均的な学習成果は向上している。

内容的に遠隔授業に問題のない科目もあり、効率

的に学べた学生も多かった。 

なお、研究科においては、オンライン受講や欠

席等で登校が少なかった学生の合格率は低い傾

向にあり、全体を引き下げた。特に学科の合格率

が 52％に落ち込み、また設計製図では予想外の出

題内容に対応できず、合格率は低水準であった。 

建築学科、住宅デザイン科において、科目の内

容、構成・バランスや科目間の連携のため、カリ

キュラムを一部変更し、４年度から実施するため

の準備を整えた。 

教育活動では、コロナ禍で代替行事等を企画立

案することから、新たなアイデアが生まれ、改善、

発展及び学生に対する事務的対応の合理化につ

ながるヒントが得られた。 

（２）国際系 

 教育運営では、職員及び非常勤講師が協働して

授業、学生管理に取り組んだ。 

国際コミュニケーション科においては、早期に

進学希望調査を行い、目標校のレベルを明示し、

そのレベルに引き上げることで、学生が希望する

大学や専門学校への進学を実現することができ

た。また、日越通訳・翻訳科、ブリッジシステム

エンジニア科においては、１期生ということもあ

り、１年修了時の学生アンケートや講師陣の意見

を真摯に受け止め、授業やその他の教育活動の改

善を行った。就職については、コロナ禍での就職

活動は留学生にとって大変厳しい状況であった

が、企業招集、会社訪問、合同企業説明会、イン

ターンシップ等を積極的に行い、卒業後の進路を

決めることができた。 

また、すべての職員・非常勤講師による一人ひ

とりの留学生の情報全般を共有する体制づくり

に努め、学生の授業の理解度や生活の悩み、希望

進路を早い段階で把握することができ、解決や支

援をすることができた。 

（３）教務室 

 事務関係については、防災備蓄品をはじめ、施

設・備品関係の整備を計画に基づき推進し、学習

環境の改善・充実を図った。 

附帯教育関係については、二級建築士製図試験

の受験対策講座及びインテリアコーディネータ

ー受験対策講座の開講は、新型コロナウイルス感

染症の影響もなく、計画どおりに進められた。ま

た、新たに ALLAGI 株式会社の若手職員を対象と

したセミナーを受託した。 

一級建築事務所の設計業務については、現在、

戸建て住宅の新築物件の設計を行っており、非常

勤講師の協力を仰ぎながら、今秋の完成を目指す

こととしている。 

 

８ 中央動物専門学校   

 教育運営においては、飛沫防止パーテーション

の設置や学生へのゴーグルの配布等の新型コロ

ナウイルス感染症対策を講じながら、一度も学内

クラスターの発生や学級閉鎖・休校の対応もなく、

通常どおりの対面授業を展開した。また、濃厚接

触等により自宅待機を余儀なくされた学生には、

オンラインツールを活用し、可能な限り自宅で授

業が受けられる体制をとった。 

しかし、主な学校行事である軽井沢合宿研修、

体育祭、学園祭、国内研修、海外研修などは、変

異株の感染拡大期（緊急事態宣言等）と重なり開

催を中止とした。入学式や卒業証書授与式及び企

業説明会、卒業成果発表会は参列者・参加者以外

の保護者や関係者はオンライン配信として開催

した。 

学生数は、年度当初、2 年度より 43 名増の 433

名から始業し、20 名の年間学籍異動で年度末在籍

率は 95.3％であった。 
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「愛玩動物看護師法」の対応については、同法

に準拠の教科構成の再編を行った。施行（令和４

年 5 月１日）後、４年度中に実施される第一回受

験対象である卒業生の養成校（受験校）の申請を

２月に提出し３月末に認定された。 

（１）愛犬美容関連科 

 トリマーとしての技術の向上と充実を目的と

して少人数でのグループ実習を行い、個々の学生

の技術に合った指導を行った。 

（２）動物看護関連科 

 社会人としての良識ある行動を実行できる心

構えと態度を養うためにビジネスマナーと獣医

療提供者と飼主の間で交わされる獣医療コミュ

ニケーションの講義を実施した。また、愛玩動物

看護師法の施行に伴い、３年度末をもって動物看

護科（二年制）を廃科した。 

（３）動物共生関連科 

「動物がもたらす効果」を実社会で体感するこ

とを目的とした動物とのふれあい活動（動物介在

活動）は、新型コロナウイルス感染症の影響で介

護施設での実施は中止し、その代案として近隣の

保育園での動物介在教育活動を実施した。 

（４）動物管理室 

 校有動物の飼育管理において、校有動物は、新

規購入、永久パートナー制度による譲渡を行いな

がら授業の必要頭数を維持した。動物の健康管理

上等、獣医師が診察・治療する動物の怪我は緩や

かだが増加傾向にある。 

動物愛護法（令和４年６月１日改訂施行）の対

応は東京都の所轄と相談・確認し準備を進めた。 

（５）広報室 

 年度当初の基本方針により広報活動を展開し、

コロナ禍での対応として参加人数の制限を設け

て、来校（対面）型イベントやオンラインによる

学校説明会を開催した。その結果、出願数は早期

に募集定員をほぼ充足した。 

（６）事務室 

学生への諸証明書受付・交付、図書の貸出、留

学生指導、各種ライセンス受験関連業務を実施し

た。諸証明書の交付は即日発行等のサービスの向

上を図った。また、授業料等の学納金の他、各種

ライセンスの受験申込み・登録受付け業務を行い、

受験料・登録料等の徴収においても保護者への早

期告知を心がけ、金銭管理及び各申請を行った。 

 

９ 中央工学校附属日本語学校 

 新型コロナウイルス感染症（以下文中では感染

症という）の⾧期化で入国制限が継続され、開校

以来初の入学者０名で在校生のみが進級した１

年間となり、経営面の影響が大きかった。そのた

め収入増の方策として新規事業の模索や校舎の

外部貸出しを積極的に行った。東京出入国在留管

理局から令和３年度は非適正校の選定を受けた

が、令和４年度は適正校に復帰した。 

授業は感染症対策を徹底し、「３密」に配慮した

授業を行い感染者も生徒３名のみに抑えること

が出来た。 

業務では、令和３年度の重点項目である『業務

分担をより明確化し、成果を可視化する』と『留

学生の人権・人格を尊重する』について改善が図

られた。 

（１）教員室 

令和２年度同様、時差通学を継続し年度内まで

授業開始を９時 20 分からとした。授業は１、２

限、３、４限をそれぞれ連続で行い、間に 10 分の

休憩をはさみ、終了時間は新聞奨学生を考慮して

通常通りの 12 時 30 分だが、予定どおりの授業時

間数を確保した。クラス数は中途の新入生がいな

いため、通年で４つのレベルクラスとした。 

授業については、教員間での情報交換等の連携

を密に行い質的向上に努めた。 

（２）事務室 

 事務業務は、主に学事業務の総括や人事管理・

施設管理等の総務業務、生徒及び一般来訪者対応

の窓口業務、予算・決算等に関わる経理業務、及

び学籍管理等の教学業務、申請業務等に区分して

行った。法人本部及び関連会社との連携は、遺漏

のないように遂行した。 
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１ 監査報告書 独立監査人 
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２ 監査報告書 監事 
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３ 資金収支計算書 

 

 

 

 

 

 

収  入  の  部

科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

学 生 生 徒 等 納 付 金 収入 ( 2,446,000,000 ) ( 2,391,967,708 ) ( 54,032,292 )

授 業 料 収 入 1,584,434,000 1,543,191,508 41,242,492

入 学 金 収 入 181,550,000 180,090,000 1,460,000

実 習 研 修 費 収 入 137,910,000 136,095,000 1,815,000

施 設 費 収 入 493,324,000 485,002,000 8,322,000

学 生 諸 費 収 入 47,155,000 46,269,000 886,000

附 帯 教 育 料 収 入 1,627,000 1,320,200 306,800

手 数 料 収 入 ( 30,432,000 ) ( 31,065,054 ) ( △ 633,054 )

入 学 検 定 料 収 入 16,640,000 17,400,000 △ 760,000

試 験 料 収 入 10,914,000 10,328,950 585,050

証 明 書 手 数 料 収 入 2,288,000 2,566,104 △ 278,104

異 動 手 数 料 収 入 590,000 770,000 △ 180,000

寄 付 金 収 入 ( 100,000 ) ( 4,110,000 ) ( △ 4,010,000 )

特 別 寄 付 金 収 入 0 3,000,000 △ 3,000,000

一 般 寄 付 金 収 入 100,000 1,110,000 △ 1,010,000

補 助 金 収 入 ( 88,417,000 ) ( 106,817,114 ) ( △ 18,400,114 )

東 京 都 補 助 金 収 入 71,252,000 90,115,106 △ 18,863,106

大 阪 府 補 助 金 収 入 17,165,000 16,702,008 462,992

資 産 売 却 収 入 ( 5,000,000,000 ) ( 4,626,573,218 ) ( 373,426,782 )

有 価 証 券 売 却 収 入 5,000,000,000 4,626,573,218 373,426,782

付 随 事 業 ・ 収 益 事業 収入 ( 151,335,000 ) ( 84,609,678 ) ( 66,725,322 )

補 助 活 動 事 業 収 入 29,396,000 0 29,396,000

モ デ ル 犬 事 業 収 入 21,930,000 14,598,325 7,331,675

受 託 事 業 収 入 89,309,000 65,121,528 24,187,472

受 講 料 収 入 10,700,000 4,889,825 5,810,175

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収入 ( 400,000,000 ) ( 446,815,106 ) ( △ 46,815,106 )

受 取 利息 ・配 当金 収入 400,000,000 446,815,106 △ 46,815,106

雑 収 入 ( 105,930,000 ) ( 134,046,411 ) ( △ 28,116,411 )

施 設 設 備 利 用 料 収入 28,139,000 41,115,346 △ 12,976,346

退 職 金財 団交 付金 収入 59,098,000 66,970,020 △ 7,872,020

為 替 差 益 収 入 1,000,000 7,497,725 △ 6,497,725

そ の 他 の 雑 収 入 17,693,000 18,438,320 △ 745,320

過 年 度 修 正 収 入 0 25,000 △ 25,000

借 入 金 等 収 入 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

前 受 金 収 入 ( 1,622,889,000 ) ( 1,598,787,747 ) ( 24,101,253 )

授 業 料 前 受 金 収 入 871,794,000 840,565,084 31,228,916

入 学 金 前 受 金 収 入 128,466,000 136,390,000 △ 7,924,000

実 習 研修 費前 受金 収入 71,980,000 71,360,000 620,000

施 設 費 前 受 金 収 入 353,186,000 330,904,250 22,281,750

学 生 諸 費 前 受 金 収入 36,808,000 34,835,000 1,973,000

補 助 活 動 事 業 前 受 金 収入 160,655,000 184,733,413 △ 24,078,413
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科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

そ の 他 の 収 入 ( 777,606,768 ）( 748,474,387 ）( 29,132,381 )

立 替 金 回 収 収 入 1,000,000 115,608 884,392

長 期 貸 付 金 回 収 収入 9,000,000 8,986,500 13,500

預 り 金 受 入 収 入 446,000,000 442,186,464 3,813,536

仮 払 金 回 収 収 入 40,000,000 37,265,200 2,734,800

前 期 末 未 収 入 金 収入 51,606,768 51,606,768 0

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産 取 崩 収 入 0 8,313,847 △ 8,313,847

収 益 事 業 元 入 金 回 収 収 入 200,000,000 200,000,000 0

保 証 金 回 収 収 入 30,000,000 0 30,000,000

資 金 収 入 調 整 勘 定 ( △ 1,754,586,488 ）( △ 1,830,176,402 ）( 75,589,914 )

期 末 未 収 入 金 △ 50,000,000 △ 123,989,114 73,989,114

前 期 末 前 受 金 △ 1,704,586,488 △ 1,706,187,288 1,600,800

前 年 度 繰 越 支 払 資 金 ( 4,595,661,948 ）( 4,595,661,948 ）( )

収　入　の　部　合　計 13,463,785,228 12,938,751,969 525,033,259
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支  出  の  部

科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

人 件 費 支 出 ( 1,527,912,000 ) ( 1,494,450,961 ) ( 33,461,039 )

教 員 人 件 費 支 出 928,153,000 857,173,266 70,979,734

職 員 人 件 費 支 出 471,196,000 500,922,295 △ 29,726,295

役 員 報 酬 支 出 40,000,000 36,815,000 3,185,000

退 職 金 支 出 88,563,000 99,540,400 △ 10,977,400

教 育 研 究 経 費 支 出 ( 1,166,344,000 ）( 1,135,931,759 ）( 30,412,241 )

消 耗 品 費 支 出 72,122,000 69,281,556 2,840,444

光 熱 水 費 支 出 52,212,000 55,089,538 △ 2,877,538

旅 費 交 通 費 支 出 6,497,000 2,182,845 4,314,155

奨 学 費 支 出 171,090,000 182,522,264 △ 11,432,264

車 両 燃 料 費 支 出 1,652,000 1,578,394 73,606

福 利 費 支 出 12,249,000 9,986,237 2,262,763

通 信 運 搬 費 支 出 13,061,000 9,115,282 3,945,718

印 刷 製 本 費 支 出 13,845,000 9,761,663 4,083,337

出 版 物 費 支 出 5,198,000 3,777,114 1,420,886

修 繕 費 支 出 289,365,000 276,544,995 12,820,005

損 害 保 険 料 支 出 15,737,000 17,138,040 △ 1,401,040

賃 借 料 支 出 50,314,000 44,508,232 5,805,768

公 租 公 課 支 出 517,000 425,100 91,900

諸 会 費 支 出 5,127,000 4,121,800 1,005,200

研 修 費 支 出 4,158,000 458,101 3,699,899

実 習 費 支 出 14,969,000 7,013,648 7,955,352

会 議 費 支 出 926,000 203,467 722,533

支 払 報 酬 支 出 8,020,000 4,268,433 3,751,567

委 託 管 理 費 支 出 348,326,000 359,963,924 △ 11,637,924

支 払 手 数 料 支 出 76,060,000 75,687,916 372,084

生 徒 活 動 補 助 金 支出 4,151,000 875,651 3,275,349

雑 費 支 出 748,000 1,427,559 △ 679,559

管 理 経 費 支 出 ( 520,815,000 ）( 453,342,526 ）( 67,472,474 )

消 耗 品 費 支 出 15,562,000 12,519,952 3,042,048

光 熱 水 費 支 出 7,064,000 7,203,626 △ 139,626

旅 費 交 通 費 支 出 11,186,000 3,851,391 7,334,609

車 両 燃 料 費 支 出 367,000 205,960 161,040

福 利 費 支 出 11,972,000 6,449,167 5,522,833

通 信 運 搬 費 支 出 7,337,000 6,315,717 1,021,283

印 刷 製 本 費 支 出 8,369,000 6,328,807 2,040,193

出 版 物 費 支 出 3,482,000 1,931,812 1,550,188

修 繕 費 支 出 49,042,000 19,515,650 29,526,350

損 害 保 険 料 支 出 6,209,000 7,452,926 △ 1,243,926

賃 借 料 支 出 4,214,000 3,630,186 583,814

公 租 公 課 支 出 9,562,000 9,290,760 271,240

広 報 費 支 出 288,492,000 255,174,567 33,317,433

諸 会 費 支 出 1,987,000 1,407,380 579,620

研 修 費 支 出 2,221,000 331,020 1,889,980

会 議 費 支 出 3,871,000 2,108,238 1,762,762

渉 外 費 支 出 8,619,000 2,138,814 6,480,186



Ⅲ 財務の概要 
 

22 

 

 

 

 

科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

支 払 報 酬 支 出 10,710,000 13,403,590 △ 2,693,590

委 託 管 理 費 支 出 8,227,000 10,177,020 △ 1,950,020

支 払 手 数 料 支 出 59,972,000 49,361,388 10,610,612

補 助 活 動 事 業 支 出 0 33,133,228 △ 33,133,228

雑 費 支 出 2,350,000 1,411,327 938,673

借 入 金 等 利 息 支 出 ( 29,660,000 ）( 61,477,313 ）( △ 31,817,313 )

借 入 金 利 息 支 出 29,660,000 61,477,313 △ 31,817,313

借 入 金 等 返 済 支 出 ( 500,000,000 ）( 500,000,000 ）( 0 )

借 入 金 返 済 支 出 500,000,000 500,000,000 0

施 設 関 係 支 出 ( 345,813,000 ）( 324,330,670 ）( 21,482,330 )

建 物 支 出 337,913,000 316,427,414 21,485,586

建 設 仮 勘 定 支 出 7,900,000 7,903,256 △ 3,256

設 備 関 係 支 出 ( 71,595,000 ）( 66,319,785 ）( 5,275,215 )

教 育 研 究 用 機 器 備 品 支出 49,877,000 47,846,842 2,030,158

管 理 用 機 器 備 品 支 出 10,361,000 12,286,410 △ 1,925,410

図 書 支 出 2,067,000 1,603,464 463,536

車 両 支 出 2,585,000 2,502,069 82,931

動 物 支 出 5,300,000 2,081,000 3,219,000

教 育 用 ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 支 出 1,105,000 0 1,105,000

管 理 用 ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 支 出 300,000 0 300,000

資 産 運 用 支 出 ( 6,100,000,000 ) ( 6,166,485,817 ）( △ 66,485,817 )

有 価 証 券 購 入 支 出 6,000,000,000 5,984,958,809 15,041,191

出 資 金 購 入 支 出 0 50,000,000 △ 50,000,000

退 職 給与 特定 資産 繰 入 支 出 0 6,424,000 △ 6,424,000

減 価 償 却 引 当 特 定 預 金 繰 入 支 出 100,000,000 100,000,000 0

収 益 事 業 元 入 金 支出 0 25,103,008 △ 25,103,008

そ の 他 の 支 出 ( 799,132,827 ）( 803,157,989 ）( △ 4,025,162 )

前 期 末未 払金 支払 支出 238,132,827 238,132,827 0

長 期 貸 付 金 支 払 支出 6,000,000 6,676,000 △ 676,000

仮 払 金 支 払 支 出 40,000,000 37,265,200 2,734,800

為 替 差 損 支 出 1,000,000 0 1,000,000

預 り 金 支 払 支 出 482,000,000 447,466,345 34,533,655

立 替 金 支 払 支 出 1,000,000 5,277,075 △ 4,277,075

前 払 金 支 払 支 出 1,000,000 1,123,570 △ 123,570

保 証 金 支 払 支 出 30,000,000 67,207,872 △ 37,207,872

預 託 金 支 払 支 出 0 9,100 △ 9,100

［予備費］ ( )

100,000,000 100,000,000

資 金 支 出 調 整 勘 定 ( △ 150,750,340 ）( △ 216,030,704 ）( 65,280,364 )

期 末 未 払 金 △ 150,000,000 △ 214,942,693 64,942,693

前 期 末 前 払 金 △ 750,340 △ 1,088,011 337,671

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金 ( 2,453,263,741 ）( 2,149,285,853 ）( 303,977,888 )

支　出　の　部　合　計 13,463,785,228 12,938,751,969 525,033,259
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４ 事業活動収支計算書 

 

　　　 　　　令和　４年　３月３１日まで （ 単 位 ： 円 ）

科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

学 生 生 徒 等 納 付 金 ( 2,446,000,000 ) ( 2,391,967,708 ) ( 54,032,292 )

授 業 料 1,584,434,000 1,543,191,508 41,242,492

入 学 金 181,550,000 180,090,000 1,460,000

実 習 研 修 費 137,910,000 136,095,000 1,815,000

施 設 費 493,324,000 485,002,000 8,322,000

学 生 諸 費 47,155,000 46,269,000 886,000

附 帯 教 育 料 1,627,000 1,320,200 306,800

手 数 料 ( 30,432,000 ) ( 31,065,054 ) ( △ 633,054 )

入 学 検 定 料 16,640,000 17,400,000 △ 760,000

試 験 料 10,914,000 10,328,950 585,050

証 明 書 手 数 料 2,288,000 2,566,104 △ 278,104

異 動 手 数 料 590,000 770,000 △ 180,000

寄 付 金 ( 100,000 ) ( 4,361,700 ) ( △ 4,261,700 )

特 別 寄 付 金 0 3,000,000 △ 3,000,000

一 般 寄 付 金 100,000 1,110,000 △ 1,010,000

現 物 寄 付 0 251,700 △ 251,700

経 常 費 等 補 助 金 ( 88,417,000 ) ( 106,817,114 ) ( △ 18,400,114 )

東 京 都 補 助 金 71,252,000 90,115,106 △ 18,863,106

大 阪 府 補 助 金 17,165,000 16,702,008 462,992

付 随 事 業 収 入 ( 151,335,000 ) ( 84,609,678 ) ( 66,725,322 )

補 助 活 動 事 業 収 入 29,396,000 0 29,396,000

モ デ ル 犬 事 業 収 入 21,930,000 14,598,325 7,331,675

受 託 事 業 収 入 89,309,000 65,121,528 24,187,472

受 講 料 収 入 10,700,000 4,889,825 5,810,175

雑 収 入 ( 104,930,000 ) ( 142,758,863 ) ( △ 37,828,863 )

施 設 設 備 利 用 料 28,139,000 41,115,346 △ 12,976,346

退 職 給 与 引 当 金 戻 入 額 0 16,235,177 △ 16,235,177

退 職 金 財 団 交 付 金 収 入 59,098,000 66,970,020 △ 7,872,020

そ の 他 の 雑 収 入 17,693,000 18,438,320 △ 745,320

教 育 活 動 収 入 計 2,821,214,000 2,761,580,117 59,633,883

 事業活動収支計算書 
　　　 　　　令和　３年　４月　１日から
　　　 　　　令和　４年　３月３１日まで

教
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活
　
動
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入
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科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

人 件 費 ( 1,529,912,000 ) ( 1,508,796,291 ) ( 21,115,709 )

教 員 人 件 費 928,153,000 857,173,266 70,979,734

職 員 人 件 費 471,196,000 500,922,295 △ 29,726,295

役 員 報 酬 40,000,000 36,815,000 3,185,000

退 職 給 与 引 当 金 繰 入 額 2,000,000 14,345,330 △ 12,345,330

退 職 金 88,563,000 99,540,400 △ 10,977,400

教 育 研 究 経 費 ( 1,701,119,000 ） （ 1,690,257,882 ）( 10,861,118 )

消 耗 品 費 72,122,000 69,533,256 2,588,744

光 熱 水 費 52,212,000 55,089,538 △ 2,877,538

旅 費 交 通 費 6,497,000 2,182,845 4,314,155

奨 学 費 171,090,000 182,522,264 △ 11,432,264

車 両 燃 料 費 1,652,000 1,578,394 73,606

福 利 費 12,249,000 9,986,237 2,262,763

通 信 運 搬 費 13,061,000 9,115,282 3,945,718

印 刷 製 本 費 13,845,000 9,761,663 4,083,337

出 版 物 費 5,198,000 3,777,114 1,420,886

修 繕 費 289,365,000 276,544,995 12,820,005

損 害 保 険 料 15,737,000 17,138,040 △ 1,401,040

賃 借 料 50,314,000 44,508,232 5,805,768

公 租 公 課 517,000 425,100 91,900

諸 会 費 5,127,000 4,121,800 1,005,200

研 修 費 4,158,000 458,101 3,699,899

実 習 費 14,969,000 7,013,648 7,955,352

会 議 費 926,000 203,467 722,533

支 払 報 酬 8,020,000 4,268,433 3,751,567

委 託 管 理 費 348,326,000 359,963,924 △ 11,637,924

支 払 手 数 料 76,060,000 75,687,916 372,084

生 徒 活 動 補 助 金 4,151,000 875,651 3,275,349

減 価 償 却 額 534,775,000 554,074,423 △ 19,299,423

雑 費 748,000 1,427,559 △ 679,559

管 理 経 費 ( 580,600,000 ） （ 520,750,603 ）( 59,849,397 )

消 耗 品 費 15,562,000 12,519,952 3,042,048

光 熱 水 費 7,064,000 7,203,626 △ 139,626

旅 費 交 通 費 11,186,000 3,851,391 7,334,609

車 両 燃 料 費 367,000 205,960 161,040

福 利 費 11,972,000 6,449,167 5,522,833

通 信 運 搬 費 7,337,000 6,315,717 1,021,283

印 刷 製 本 費 8,369,000 6,328,807 2,040,193

出 版 物 費 3,482,000 1,931,812 1,550,188

修 繕 費 49,042,000 19,515,650 29,526,350

損 害 保 険 料 6,209,000 7,452,926 △ 1,243,926

賃 借 料 4,214,000 3,630,186 583,814
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科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

公 租 公 課 9,562,000 9,290,760 271,240

広 報 費 288,492,000 255,174,567 33,317,433

諸 会 費 1,987,000 1,407,380 579,620

研 修 費 2,221,000 331,020 1,889,980

会 議 費 3,871,000 2,108,238 1,762,762

渉 外 費 8,619,000 2,138,814 6,480,186

支 払 報 酬 10,710,000 13,403,590 △ 2,693,590

委 託 管 理 費 8,227,000 10,177,020 △ 1,950,020

支 払 手 数 料 59,972,000 49,361,388 10,610,612

補 助 活 動 事 業 支 出 0 33,133,228 △ 33,133,228

減 価 償 却 額 59,785,000 67,408,077 △ 7,623,077

雑 費 2,350,000 1,411,327 938,673

徴 収 不 能 額 等 ( 0 ） （ 3,196,704 ）( △ 3,196,704 )

徴 収 不 能 額 0 3,196,704 △ 3,196,704

教 育 活 動 支 出 計 3,811,631,000 3,723,001,480 88,629,520

△ 990,417,000 △ 961,421,363 △ 28,995,637

科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

受 取 利 息 ・ 配 当 金 ( 400,000,000 ) ( 446,815,106 ) ( △ 46,815,106 )

受 取 利 息 ・ 配 当 金 400,000,000 446,815,106 △ 46,815,106

そ の 他 の 教 育 活 動 外 収 入 ( 0 ) ( 7,497,725 ) ( △ 7,497,725 )

為 替 差 益 0 7,497,725 △ 7,497,725

教 育 活 動 外 収 入 計 400,000,000 454,312,831 △ 54,312,831

科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

借 入 金 等 利 息 ( 29,660,000 ) ( 61,477,313 ) ( △ 31,817,313 )

借 入 金 利 息 29,660,000 61,477,313 △ 31,817,313

そ の 他 の 教 育 活 動 外 支 出 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

教 育 活 動 外 支 出 計 29,660,000 61,477,313 △ 31,817,313

370,340,000 392,835,518 △ 22,495,518

△ 620,077,000 △ 568,585,845 △ 51,491,155
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科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

資 産 売 却 差 額 ( 200,000,000 ) ( 177,489,388 ) ( 22,510,612 )

有 価 証 券 売 却 差 額 200,000,000 177,489,388 22,510,612

そ の 他 の 特 別 収 入 ( 0 ） （ 204,203 ）( △ 204,203 )

現 物 寄 付 0 179,203 △ 179,203

過 年 度 修 正 額 0 25,000 △ 25,000

特 別 収 入 計 200,000,000 177,693,591 22,306,409

資 産 処 分 差 額 ( 326,500,000 ） （ 522,290,609 ）( △ 195,790,609 ）

建 物 処 分 差 額 0 10,962,802 △ 10,962,802

有 価 証 券 処 分 差 額 100,000,000 176,996,541 △ 76,996,541

有 価 証 券 評 価 差 額 0 75,801,376 △ 75,801,376

管 理 用 機 器 備 品 処 分 差 額 0 1 △ 1

図 書 処 分 差 額 1,500,000 745,317 754,683

車 両 処 分 差 額 0 1 △ 1

収 益 事 業 元 入 金 処 分 差 額 225,000,000 257,784,571 △ 32,784,571

そ の 他 の 特 別 支 出 ( 0 ) ( 1,600,800 ) ( △ 1,600,800 )

過 年 度 修 正 額 0 1,600,800 △ 1,600,800

特 別 支 出 計 326,500,000 523,891,409 △ 197,391,409

△ 126,500,000 △ 346,197,818 219,697,818

( ) 0

100,000,000 0 100,000,000

△ 846,577,000 △ 914,783,663 68,206,663

△ 491,000,000 △ 299,276,461 △ 191,723,539

△ 1,337,577,000 △ 1,214,060,124 △ 123,516,876

1,775,148,488 1,775,148,488 0

0 0 0

437,571,488 561,088,364 △ 123,516,876

（参考）

3,421,214,000 3,393,586,539 27,627,461

4,267,791,000 4,308,370,202 △ 40,579,202

［予備費］
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当 年 度 収 支 差 額

前 年 度 繰 越 収 支 差 額

基 本 金 取 崩 額

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額
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５ 貸借対照表 

令和４年３月３１日 

 

 

資  産  の  部

本 年 度 末 前 年 度 末 増        減

《 27,750,112,665 》 《 28,212,913,066 》 《 △ 462,800,401 》

（ 23,483,383,291 ） （ 23,725,018,710 ） （ △ 241,635,419 ）

土 地 12,236,668,800 12,236,668,800 0

建 物 10,050,785,818 10,222,200,521 △ 171,414,703

構 築 物 327,839,712 363,209,903 △ 35,370,191

教 育 研 究 用 機 器 備 品 247,027,356 246,802,764 224,592

管 理 用 機 器 備 品 481,798,353 478,950,815 2,847,538

図 書 118,240,945 117,361,798 879,147

車 両 3,633,000 2,450,477 1,182,523

動 物 9,486,051 9,990,682 △ 504,631

建 設 仮 勘 定 7,903,256 47,382,950 △ 39,479,694

（ 2,531,151,181 ） （ 2,433,041,028 ） （ 98,110,153 ）

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産 131,151,181 133,041,028 △ 1,889,847

施 設 拡 充 引 当 特 定 資 産 500,000,000 500,000,000 0

組 織 改 革 引 当 特 定 資 産 200,000,000 200,000,000 0

減 価 償 却 引 当 特 定 資 産 1,700,000,000 1,600,000,000 100,000,000

（ 1,735,578,193 ） （ 2,054,853,328 ） （ △ 319,275,135 ）

借 地 権 1,069,364,133 1,069,364,133 0

保 証 金 67,207,872 0 67,207,872

電 話 加 入 権 2,341,757 2,341,757 0

施 設 利 用 権 8,238,587 8,238,587 0

積 立 保 険 料 244,264,992 244,264,992 0

長 期 貸 付 金 26,568,610 29,653,610 △ 3,085,000

長 期 出 資 金 100,070,000 50,070,000 50,000,000

収 益 事 業 元 入 金 215,404,268 648,085,831 △ 432,681,563

教 育 用 ソ フ ト ウ ェ ア 2,008,800 2,678,400 △ 669,600

管 理 用 ソ フ ト ウ ェ ア 55,944 111,888 △ 55,944

預 託 金 53,230 44,130 9,100

《 13,708,324,665 》 《 14,796,466,530 》 《 △ 1,088,141,865 》

現 金 預 金 2,149,285,853 4,595,661,948 △ 2,446,376,095

未 収 入 金 124,039,114 54,078,972 69,960,142

有 価 証 券 11,428,663,132 10,145,586,070 1,283,077,062

前 払 金 1,123,570 1,088,011 35,559

立 替 金 5,212,996 51,529 5,161,467

41,458,437,330 43,009,379,596 △ 1,550,942,266

（ 単 位 ： 円 ）

科               目

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

特 定 資 産

そ の 他 の 固 定 資 産

流 動 資 産

資 産 の 部 合 計
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負　債　の　部

本 年 度 末 前 年 度 末 増        減

《 2,131,151,181 》 《 2,633,041,028 》 《 △ 501,889,847 》

長 期 借 入 金 2,000,000,000 2,500,000,000 △ 500,000,000

退 職 給 与 引 当 金 131,151,181 133,041,028 △ 1,889,847

《 2,363,418,998 》 《 2,497,687,754 》 《 △ 134,268,756 》

短 期 借 入 金 500,000,000 500,000,000 0

未 払 金 214,942,693 238,132,827 △ 23,190,134

前 受 金 1,598,787,747 1,704,586,488 △ 105,798,741

預 り 金 49,688,558 54,968,439 △ 5,279,881

4,494,570,179 5,130,728,782 △ 636,158,603

純　資　産　の　部

本 年 度 末 前 年 度 末 増        減

《 36,402,778,787 》 《 36,103,502,326 》 《 299,276,461 》

第 １ 号 基 本 金 36,117,778,787 35,818,502,326 299,276,461

第 ４ 号 基 本 金 285,000,000 285,000,000 0

《 561,088,364 》 《 1,775,148,488 》 《 △ 1,214,060,124 》

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 561,088,364 1,775,148,488 △ 1,214,060,124

36,963,867,151 37,878,650,814 △ 914,783,663

　

41,458,437,330 43,009,379,596 △ 1,550,942,266

科               目

固 定 負 債

流 動 負 債

科               目

繰 越 収 支 差 額

純 資 産 の 部 合 計

負債及び純資産の部合計

負 債 の 部 合 計

基 本 金
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６ （収益事業）貸借対照表・損益計算書 

    

流動資産 流動負債

流動資産の部　計 流動負債の部　計

固定資産

土 　　 地

建 　　 物

構　築　物

固定資産の部　計 純資産の部　計

Ⅲ 特別利益

収益事業に係る貸借対照表

令和4年3月31日 （単位：円）

資　産　の　部 負　債　の　部

28,238,589 元 入 金 215,404,268

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

0 0

負債の部　合計 0

純　資　産　の　部

4,592,337 利益剰余金 △ 7,270,218

163,124 　その他の利益剰余金 △ 7,270,218

借　地　権 175,140,000

208,134,050 208,134,050

　資産の部　合計 208,134,050 負債及び純資産の部　合計 208,134,050

　不動産賃貸料収入 10,793,588

注１（重要な会計方針）

（1）　有形固定資産の減価償却は定率法（法人税法上の規定）を採用している。但し､平成１０年

　　４月１日以降取得の建物（附属設備を除く）の減価償却は定額法によっている。

（2）　消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。

注２　有形固定資産の減価償却累計額　13,816,389円

収益事業に係る損益計算書

令和 ３ 年４月 １日から

令和 ４年３月３１日まで （単位：円）

Ⅰ　売上高

Ⅱ　販売費及び一般管理費

　不動産賃貸原価

水 道 光 熱 費 1,380,026

修 繕 費 24,262,700

損 害 保 険 料 217,910

租 税 公 課 1,346,100

委 託 管 理 費 2,319,540

固定資産売却益 93,695,797

当期純利益 57,063,182

賃 借 料 6,145,320

減 価 償 却 費 11,754,607 47,426,203

営業損失 36,632,615
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７ 財産目録 

 

(単位：円)

Ⅰ 資産総額 41,458,437,330

1 基本財産 23,483,383,291

(1) 12,236,668,800

(2) 10,050,785,818

(3) 327,839,712

(4) 728,825,709

①

②

(5) 118,240,945

(6) 3,633,000

(7) 9,486,051

(8) 7,903,256

2 運用財産 17,975,054,039

(1) 2,531,151,181

(2) 1,069,364,133

(3) 67,207,872

(4) 8,238,587

(5) 244,264,992

(6) 26,568,610

(7) 215,404,268

(8) 104,529,731

(9) 2,149,285,853

(10) 124,039,114

(11) 11,428,663,132

(12) 6,336,566

Ⅱ 負債総額 4,494,570,179

1 固定負債 2,131,151,181

(1) 2,000,000,000

(2) 131,151,181

2 流動負債 2,363,418,998

(1) 500,000,000

(2) 214,942,693

(3) 1,598,787,747

(4) 49,688,558

Ⅲ 正味財産ɻⅠʷⅡ 36,963,867,151

前 受 金

預 り 金

その他の流動資産

⾧ 期 借 入 金

退職給与引当金

短 期 借 入 金

未 払 金

収益事業元入金

その他の固定資産

現 金 預 金

未 収 入 金

有 価 証 券

借 地 権

保 証 金

施 設 利 用 権

積 立 保 険 料

⾧ 期 貸 付 金

車 両

動 物

建 設 仮 勘 定

特 定 資 産

教育研究用機器備 247,027,356

管理用機器備品 481,798,353
図 書

土 地

建 物

構 築 物

機 器 備 品


